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暴力団関係者の利用を拒絶しているゴルフ場において暴力団関係者であることを申告せずに施設利用を申し込む行為が、詐欺罪にいう人を欺く行為に当たらないとされた事例（宮崎ゴルフ場事件）〔平成二六年三月二八日第二小法廷判決、刑集六八巻三号五八二頁〕入会の際に暴力団関係者を同伴しない旨誓約したゴルフ倶楽部会員において、同伴者が暴力団関係者であることを申告せずに同人に関するゴルフ場の施設利用を申し込み、施設を利用させた行為が、刑法二四六条二項の詐欺罪に当たるとされた事例（長野ゴルフ場事件）〔平成二六年三月二八日第二小法廷決定、刑集六八巻三号六四六頁〕
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【事案の概要】　
1　
宮崎ゴルフ場事件
暴力団員であった被告人は、暴力団員の施設利用を約款等で禁止している宮崎県内のＢゴルフ場及びＣゴルフ場にて、それぞれ、
ビジター客として利用申込書に氏名等を偽りなく記入し、これを従業員に提出し、利用申込を行った。なお、両ゴルフ場ともに利用後に利用料金の支払いは行われている。利用申込書には、暴力団関係者であるか否かを確認する欄はなく、その他暴力団関係者でないことを誓約させる措置 講じられていなかったし、暴力団関係者でないかを従業員が確認したり、被告人が自ら暴力団関係者でない旨虚偽の申出をしたりすることもなかった。Ｂゴルフ場 会員制のゴルフ場であるが 会員又はその同伴者 紹介者に限定すること く、 利用客のみによる施設利用を認めていた。一方 Ｃゴルフ場は会員制のゴルフ場で、原則として、会員又はその同伴者、紹介者に限り、施設利用を認めていた。
Ｂ及びＣゴルフ場は、いずれも約款等で暴力団関係者の施設利用を拒絶する旨規定していたし、その旨の立看板を設置するなど
して、暴力団関係 による施設利用を拒絶する意向 示していた。しかし、それ以上に利用客に対して暴力団関係者でないことを確認する措置は講じていなかった。また、周辺のゴルフ場において、暴力団関係者による施設利用の黙認例が多数あり、被告人らも同様の経験をしていたと うのであって、本件当時、警察等の指導を受けて行われていた暴力団排除活動が徹底されていたわけではない。　
2　
長野ゴルフ場事件
暴力団員である被告人は、暴力団員の施設利用を約款等で禁止している長野県内の会員制ゴルフ場において、会員である共犯者
Ｓとともに、暴力団員であることを秘 、施設利用申込を行っ 。
本件ゴルフ倶楽部 は、暴力団員及びこれと交友関係のある者の入会を認めておらず、入会の際には「暴力団または暴力団員と
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の交友関係がありますか」という項目を含むアンケートへの回答を求めるとともに、同旨の誓約書に署名押印させた上、提出させていた。共犯者のＳは、本件ゴルフ倶楽部に入会する際、上記アンケートの項目に対し 「ない」と回答した上、上記誓約書に署名押印して提出し、同倶楽部の会員となった。
本件ゴルフ倶楽部のゴルフ場利用約款では、利用客は、会員・ビジターを問わず、フロントにおいて、 「ご署名簿」に自署して施
設利用を申し込むこととされていた。し し、Ｓは、施設利用の申込みに際し、被告人が暴力団員であることが発覚するのを恐れ、その事実を申告せず、フロントにお て、被告人を含めた同伴者については、利用申込書に氏名を交錯させるなどして乱雑に書き込んだ上、これ 従業員に渡して「ご署名簿」への代署を依頼するという異例な方法をとり、被告人がフロントに赴き署名をしないで済むようにし、被 人分の施設利用を申し込んだ。なお、Ｓは、申込みの際、同倶楽部従業員から同伴者 暴力団関係者 いないか改めて確認されたことはなく、自ら同伴者に暴力団関係者はいない旨虚偽 出をしたこ もな った。
他方、被告人は、本件ゴルフ倶楽部に到着後、クラブハウスに寄らず 妻からエントリーについて尋ねられても、そのまま放置し、
Ｓに施設利用の申 みを任せていた。その後 結局フロントに立ち寄ることなく、 クラブハウスを通過 プレーを開始した。なお、被告人の 料金等は、翌日、Ｓがクレジットカードで精算している。
ゴルフ場が暴力団関係者の施設利用を拒絶するのは、利用客 中に暴力団関係者が混在することにより、一般利用客が畏怖する
などして安全、快適なプレー環境が確保できなくなり、利用客の減少につながることや ゴルフ倶楽部としての信用、格付け等が損なわれることを未然に防止する意図によるものであって ゴルフ倶楽部の経営上 観点からとられている措置である。
本件ゴルフ倶楽部においては、ゴルフ場利用約款で暴力団員 入場及び施設利用を禁止する旨規定し、入会審査に当たり右記の
とおり暴力団関係者を同伴 紹介しない旨誓約させ などの方策を講じ いたほか、長野県防犯協議会事務局から提供される他の加盟ゴルフ場による暴力団排除情報をデータベース化した 予約時又 受付時に 客の氏名がそ データベースに登録いないか確認するなどして暴力団関係者の利用を未然に防いでいたところ、本件 おい も 被告人 暴力団員であることが分か
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れば、その施設利用に応じることはなかった。【判決の要旨】　
1　
宮崎ゴルフ場事件
「
2　
上記の事実関係の下において、暴力団関係者であるビジター利用客が、暴力団関係者であることを申告せずに、一般の利用
客と同様に、氏名を含む所定事項を偽りなく記入した『ビジター受付表』等をフロント係の従業員に提出して施設利用を申し込む行為自体は、申込者が当該ゴルフ場の施設を通常の方法で利用し、利用後に所定の料金を支払う旨の意思を表すものではあるが、それ以上に申込者が当然に暴力団関係者でないことまで表 ているとは認められない。そうすると、本件における被告人及びＤによる本件各ゴルフ場の各施設利用申込み行為は、詐欺罪にいう人を欺く行為には当たらないというべきである。
なお、Ｃクラブの施設利用についても、ビジター利用客である被告人による申込み行為自体が実行行為とされており、会員であ
るＥの予約等の存在を前提としている 、この予約等に同伴者が暴力団関係者でないことの保証の趣旨を明確に読み取れるかは疑問もあり、また、被告人において、Ｅに働き掛けて をさせたわけ はなく、その他 のよう 予約等がされている状況を積極的に利用したという事情は認められない。これをもって自己が暴力団関係者で いこと 意思表示まで包含する挙動があったと評価することは困難であ 。 」
なお、本判決には、小貫裁判官の反対意見が付されて る。
　
2　
長野ゴルフ場事件
「
2　
以上のような事実関係からすれば、入会の際に暴力団関係者の同伴、紹介をしない旨誓約していた本件ゴルフ倶楽部の会員
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であるＳが同伴者の施設利用を申し込むこと自体、その同伴者が暴力団関係者でないことを保証する旨の意思を表している上、利用客が暴力団関係者かどうかは、本件ゴルフ倶楽部の従業員において施設利用の許否の判断の基礎となる重要な事項であるから、同伴者が暴力団関係者であるのにこれ 告せずに施設利用を申し込む行為は、そ 同伴者が暴力団関係者でないこと 従業員に誤信させようとす ものであり、詐欺罪にいう人を欺く行為にほかならず、これによって施設利用契約 成立させ、Ｓと意 通じた被告人において施設利用をした行為が刑法二四六条二項の詐欺罪を構成することは明らかである。被告人に詐欺罪の共謀共同正犯が成立するとした原判断は、結論において正当である。 」
なお、本決定には、小貫裁判官の意見が付されている。【研
　
究】
1　
欺罔行為の判断基準について
右の最高裁の各判断においては、欺罔行為がその検討の主題とされているが、まず、最高裁が欺罔行為の判断基準
をいかに解しているかが問題となる。 くに、両事案は、行為者が明示的に虚言を述べておらず、単にこれを秘匿していた場合であるから、 いわゆる挙動による欺罔
（黙示的欺罔、 推断的欺罔）
における欺罔行為の判断基準が問題となる。
⑴
　
最高裁の各判断及び反対意見の分析
この点、最高裁は各判断において欺罔行為の一般的定義を行っているわけではない。しかし、各判旨部分からは、
欺罔行為の判断基準とされているであろうものが読み取られる。すなわち 長野ゴルフ場事件では、具体的状況に鑑みれば、 「施設利用を申し込むこと自体、その同伴者が暴力団関係者で いことを保証す 旨の意思 表している」
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といえ、かつ、 「利用客が暴力団関係者かどうかは、本件ゴルフ倶楽部の従業員において施設利用の許否の判断の基礎となる重要な事項である」といえることから欺罔行為が肯定されている。また、宮崎ゴルフ場事件判決では、 「施設利用を申し込む行為自体は、申込者が当該ゴルフ場の施設を通常の方法で利用し、利用後に所定の料金を支払う旨の意思を表すものではあるが、 それ以上に申込者が当然に暴力団関係者でな こと で表しているとは認められない」として欺罔行為が否定されている。このこ からは、最高裁において、行為者態度の中に真実とは異なる事実が含まれ、その態度自体がその事実を意味するものといえるか
（以下、意味内包性と呼ぶ）
、行為者が偽った事実が財産処分
行為の判断にとって重要な事項といえ か
（以下、重要事項性と呼ぶ）
の二つの要素が重視されていることがわかる。
小貫裁判官の反対意見は、この分析を裏付けるものである。小貫裁判官によれば、詐欺罪にいう欺罔行為とは、 「偽
る対象」と「偽る行為」の二つの要素からなるという。前者は、 「財産的処分行為の判断の基礎と るような重要な事項」を指し、後者につい は、当該事案にお は「実行行為であ 行為に暴力団関係者でないことの意味が含まれていると評価でき か」が検討される いう。ここにいう「偽る対象」が重要事項性に、 「偽る行為」が意味内包性にあた 。以上のことからすれば 最高裁においては、行為者態度の意味内包性と重要事項性の二つの要素欺罔行為の判断基準とされていることがわかる
）1
（
。
⑵
　
過去の最高裁との対比
このような判断基準は、過去の最高裁判例と整合性を持つものであろうか。近時、欺罔行為の存否が争われた最高
裁判例としては、誤振込事例、クレジットカードの不正利用事例、根抵当放棄事例 自己名義の口座開設事例、搭乗
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券事例などが挙げられる。以下で述べるように、過去の最高裁における欺罔行為の判断には、今回の最高裁判断での基準と一定の共通性が認められる。
たとえば、今回の最高裁判断における意味内包性と類似の説明を行っているものとして、自己名義の口座開設事例
（最決平成一九年七月一七日刑集六一巻五号五二一頁）
がある。当該決定において、最高裁は、第三者に譲渡する目的で口
座開設を申し込んだことが判明した場合には、行為者と応対した銀行員が預金通帳等の交付に応じることはなかったことを前提に、 「銀行支店の行員に対し預金口座の開設等を申し込むこと自体、申し込んだ本人がこれを自分自身で利用する意思であることを表しているというべき」として、詐欺罪にいう欺罔行為を肯定している。
他方、重要事項性に言及するものに、誤振込事例
（最決平成一五年三月一二日刑集五七巻三号三二二頁）
、搭乗券事例
（最
決平成二二年七月二九日刑集六四巻五号八二九頁）
がある。最高裁は、誤振込事例で、 「銀行にとって、払戻請求を受けた
預金が誤った振込みによるものか否かは、直ちにその支払に応ず か否かを決す 上で重要な事柄である」として、搭乗券事例では、 「搭乗券の交付 請求する者自身 航空機に搭乗するかどうかは、本件係員らにおいてその交付の判断の基礎となる重要な事項であ 」として詐欺罪の成立を認めていた
）2
（
。
以上のように、意味内包性と重要事項性の各要素は、従前の判例の判断枠組みの中にもみられる。もっとも、両要
素は、従前、並列的に扱われてきたわけではない。とくに近時の最高裁の判断では、挙動による欺罔が問題と る際には、 「偽る行為」
（意味内包性）
の検討は、 重要事項性の肯否によって行われていたように思われる。重要事項性によっ
て「偽る行為」を根拠づける の方法は、搭乗券事例におい 顕著に見て取られるが、重要事項性 明示的に言及していない自己名義の口座開設事例でも類似した構造が認められる。すなわち、自己名義の口座開設事例では、通帳等
二一四
の第三者譲渡が禁止されていたこと、そして、 「第三者に譲渡する目的で預金口座の開設や預金通帳、キャッシュカードの交付を申し込んでいることが分かれば、預金口座の開設や、預金通帳及びキャッシュカードの交付に応じることはなかった」ことを認定したうえで、第三者譲渡をしないとの意味内容が申込行為には内包されることを肯定していた。このうち、後者の事実は、 わゆる「真実を告げれば
（真実を知れば）
、財物の交付、財産上の利益の処分を行わ
なかった」との公式
（以下、 「真実」公式と略称する）
に関連するものであり、この「真実」公式は、一般に、重要事項
性との関連で扱われるものである。たとえば、搭乗券事例の調査官解説では、欺罔行為とは「相手方が財産的処分行為をするための判断 基礎となるような重要な事実を偽ること、すなわち、相手方がその点に錯誤がなければ財産的処分行為をし であろう重要な事実を偽ること」 あ とされ
）（
（
、このことから、重要事項性と「真実」公式と
が言い換えの関係にあることがわかる。 「真実」公式に類似した表現は、その他の最高裁でも、たとえば、クレジットカードの不正使用事例
（最決平成一六年二月九日刑集五八巻二号八九頁）
や根抵当放棄事例
（最決平成一六年七月七
日刑集五八巻五号三〇九頁）
にみられていた。それゆえに、自己名義の口座開設事例においても、結論においては意味
内包性によって欺罔行 が肯定されている 、その実質的な判断内容には重要事項性があったといえよう。
以上のように、従前の最高裁においては、両要素は並置されてきたのではなく、むしろ、重要事項性の判断が重視
されていた。これに対して、今回 最高裁判決・決定は、とくに長野ゴルフ場事件での判旨が両者をあえて併記していることからすれば、両要素を 少なくとも形式的には別個のも として捉えているとも考えられる。くわ 、宮崎ゴルフ場事件では、最高裁はこの二つ 要素のうち意味内包性についてのみ言及し、重要事項性には触れずに、欺罔行為の存在を否定している。この とからも、両要素が一方を他方が完全 包摂するもので なく 独自の考慮要
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素とされていることがうかがわれる。
とはいえ、宮崎ゴルフ場事件及び長野ゴルフ場事件の控訴審においては
）（
（
、重要事項性と意味内包性の両要素が欺罔
行為において必要であ 指摘され、その検討も各々行われていたのであって、両要素を区分する考え方それ自体は新しいものではない。また、そもそも意味内包性の要素は、行為者が積極的に虚言を述べていた場合には検討されることがな あり、挙動による欺罔
（推断的欺罔）
においてとくに問題となる要素であるから、すべての欺
罔行為において、両要 が とな わけではない
）（
（
。それでもなお、行為者が事実を秘匿していた場合で、最高裁が
両要素を併記したこと つ 、意義が認められる。
2　
欺罔行為判断における考慮事情について
では、今回の両事例において、具体的に詐欺罪の成否を分けたのはいかなる事情であったか。今回の最高裁判断の
評釈の多くが、両判断の結論を分けたのは各ゴルフ場における暴力団排除措置の程度の相違があったことによる、との分析を行っているが
）（
（
、ここにいう暴力団排除措置にも様々なものが考えられるから、具体的な排除措置に関する検
討を要する。この検討にあたって、まず各事案における共通点 相違点を抽出する。そ 際、宮崎ゴルフ場事件では、二つのゴルフ場で 詐欺罪の成否が問題となっており、反対意見ではこのうち一方のＣゴルフ場においては欺罔行為が肯定されるべきとされているから、対比されるべきは、長野のゴルフ場、宮崎のＢゴルフ場、Ｃゴルフ場の三つになる。
二一六
⑴
　
各事案の共通点、相違点
まず、各ゴルフ場に共通する事情としては、①暴力団排除条項を利用契
約において設けていたこと、②暴力団関係者の利用を拒絶する旨の掲示が施設入り口等に存在したこと、③被告人らが利用料金の支払いを行っていたこと、④利用申込を実際に行う際に、被告人または共犯者に対して従業員が利用者の中 暴力団員が存在するかどうかの口頭・書面による確認が行われなかったこと、と う四点が挙げられる。
これに対して、 ❶利用申込に際して書類になんらかの虚偽記載
（もしくは、
それに相当する記載）
を行ったか否か、❷被告人が自ら利用申込書に署名し
ていたか否か、❸利用申込に際して従業員がデータベース等を用い、利用者が暴力団員であるかどう を確認する措置を講じていたか否か ❹会員制のゴルフ場であり、会員に対して暴力団員を同伴して施設利用をしないことを求めていたか否かについては、各ゴルフ場において事案の相違が認められる
（上表を参照）
。
以上のような対比分析からすれば、各ゴルフ場において詐欺罪の成否の結論が分かれた背景には、後者の相違点が
あったとの推測が想起される。以下では、この相違点について、まず分析を行う。
宮崎B 宮崎 C 長野
①排除条項の有無 ○ ○ ○
②掲示の有無※ ○ ○ ○
③利用料金の支払い ○ ○ ○
④応対時の確認 × × ×
❶虚偽記載等の有無 × × ○
❷自署か代署か 自 自 代
❸データベースによる照会 × × ○
❹会員契約の有無 × ○ ○
※暴力団関係者による利用を断る旨の掲示について、長野ゴルフ場事件
での判文では触れられていないが、下級審刑事部によれば、施設入口
に同旨の掲示がみられた。
両事例の共通点・相違点
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⑵
　
確認措置の存否、程度及び確認措置の阻害について
各ゴルフ場では④応対時の確認が行われていないものの、長野ゴルフ場では、両宮崎ゴルフ場とは異なり、❸デー
タベースによる照会確認が行われることとなっていた。この確認措置の存否やその程度の相違が欺罔行為の判断に影響を与えているとすれば、これは、先の搭乗券事例での最高裁決定と通ずるものがあり、また他人名義のクレジットカードの不正利用事例
（最決平成一六年二月九日刑集五八巻二号八九頁）
との類似点を指摘することができる。前者にお
いては、搭乗券の交付 あたって厳格な確認措置が講じられていたことが指摘されており、後者においても、 「加盟店規約上、加盟店は、クレジットカードの利用者が会員本人であることを善良な管理者 注意義務をもって確認することなどが定められている」ことを最高裁は 定事実として確認していた。
❸データベースが利用されている点で、長野ゴルフ場事件では宮崎ゴルフ場事件よりも程度の高い確認措置が講じ
られており、しかも、長野ゴルフ場事件では、被告人らは、❶氏名等を交錯させて書くなどしており、これはゴルフ場の従業員をしてデータベース照合を困難とさせるものであることからすれば、被害者による確認措置を阻害する事情といえる。この点 最高裁は このような不適切な署名方法に加え 従業 に代署を依頼する とを「異例な方法」としており、この とからは、不適切な利用申込が欺罔行為の判断に影響を与え いることがうかがわれる。
この確認措置の阻害と関連して問題となるのが、長野ゴルフ場事件にみられる、❷本人による署名が原則とされて
いるゴルフ場に て、被告人が自ら署名せずに、共犯者に施設利用申込を任せていたとの事情である。この点について、小貫裁判官の意見によれば、 「ビジター自身がフロント 赴いて署名簿に自署するのを原則とするゴルフ場において、会員がビジターに代わって行為に及ぶということは不審を抱かれ 原因ともなり得 」から自著・代著の相
二一八
違は重要な事情とはいえないという。この見解に多数意見が賛同しているか否かは明らかではないが、とくに認定事実の中で当該事実が挙げられて ることを積極的に意義づけるならば、従業員と被告人とを応対させないこ で、利用者が暴力団員であるか否かを確認す 機会 奪ったとして、確認措置の阻害という観点から捕捉すること 可能あるように思われる
）（
（
。
以上のような事情からすれば、暴力団員であるか否かの確認措置の存否・程度、それに対する阻害の有無は、最高
裁においても詐欺罪 成否の判断に十分な影響を与えたものと考えられる
）（
（
。宮崎ゴルフ場事件においても、暴力団を
排除する旨の契約約款や掲示を設ける以外に「そ 以上に利用客に対して暴力団関係者でないこ を確認する措置は講じていなかった」と指摘されてい ことからも、確認措置の程度が重視されているといえよう。
⑶
　
会員契約の存否及び暴力団員を同伴しないことの誓約の存否
宮崎のＣゴルフ場と長野ゴルフ場は、❹会員のみが利用できるゴルフ場で、会員に暴力団員の同伴をしないように
求めていた。小貫裁判官はこの点を重視し、宮崎ゴルフ場事件の反対意見及び長野ゴルフ場事件の意見において、会員による「人物保証」が欺罔行為 判断、 くに意味内包性において重視されるべきことを主張する。
他方、多数意見がＣゴルフ場においても欺罔行為を否定していることからは、多数意見においては、この人物保証
という事情が欺罔行為の判断にとって決定的な事情とされているわけでは いこ が読み取られる。これは、多数意見が宮崎ゴルフ場事件において「Ｃクラブの施設利用についても、……会 Ｅの予約等の存在を前提としているが、この予約等に同伴者が暴力団関係者でない との保証の趣旨を明確に読み取れ は疑問」として る か
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らも根拠づけられる。
ただし、長野ゴルフ場事件において、 「入会審査に当たり、上記のとおり暴力団関係者を同伴、紹介しない旨誓約
させるなどの方策を講じていた」ことを多数意見が指摘している点は、看過されるべきではない。同旨の適示は、長野ゴルフ場で共犯者が会員となっ 経緯の説明部分にもみられ、同一事実が複数回にわたり指摘されていることからは、多数意見がこの事情を重視し る姿勢がうかがえる。他方、宮崎ゴルフ場事件のＣゴルフ場では、たしかに会員に対して暴力団関係者を紹介・同伴しないことを会員規約で規定していたものの このことを会員に誓約させていたといった事情はみられ いようである。
とすれば、多数意見は、会員による人物保証が欺罔行為の判断においてまったく影響しないとしているのではなく、
その具体的な契約締結の過程における誓約の存否を踏まえ、誓約を伴う会員契約が締結されている場合には、利用申込に際して、欺罔行為が肯定されうると考えているのでは か 思われる
）（
（
。
実のところ、誓約を伴う会員契約については、長野ゴルフ場事件の第一審、控訴審において判断が分かれていた。
すなわち、第一審は 施設利用申込が「一般的に、その中に暴力団構成員はいない旨の事実を当然に表する行為であるとは認められない」としながらも、 会員契約の存在を前提に共犯者の欺罔行為 肯定したのに対 控訴審は、 「挙動による欺罔と構成する上で 本件ゴルフ倶楽部との具体的な契約関係等を根拠とする必要がない」とし、具体的な会員契約関係を根拠に欺罔行為の存否を判断した一審の判断 は誤りがあると判示していた。最高裁が、原審である名古屋高裁の判断につき「結論において正当である」と述べたこ の理由のひとつには、会員契約関係 内容 欺罔行為の判断に影響を与え いとした控訴審の考えに賛同できないことを示す狙い あった ではな か。
二二〇
⑷
　
その他の事情
（黙認例の存否、積極的な働きかけ）
以上、❶❷❸❹の事情に加え、宮崎ゴルフ場事件判決には、さらに二つの事情が、欺罔行為を否定しうる事情とし
て挙げられる。まずひとつに「周辺のゴルフ場において、暴力団関係者の施設利用を許可、黙認する例が多数」認められるとの事情であり、もうひとつに、 「被告人において、Ｅに働き掛けて予約等をさせたわけではなく、その他このような予約等がされている状況を積極的に利用したという事情は認められない」 、すなわち、被告人によ 積極的な働きかけがみられないとの事情である。
このうち、前者の黙認例は 実際には、長野ゴルフ場事件においても認められた事実であって、しかもそれは被告
人自身が経験したものであった。長野ゴルフ場事件の第一審によれば、被告人 、平成一九年に愛知県内のゴルフ場で、また平成二〇年及び二二年に長野県内の同一ゴルフ場でゴルフプレーを行ったという。とすると、長野ゴルフ場事件において、最高裁が当該事実を判文中 指摘しなかったことは、どのように解されるべきであろうか。
その理由は推測の域を出るものではないが、当該事情については、その他に欺罔行為を否定する事情が十分に認め
られる場合に補強的に用いられるものであって、最高裁においては黙認例が欺罔行為を否定する決定的な根拠とはならないと考えられているのではない
か
）（（
（
。したがって、長野ゴルフ場事件においてこの事情が適示されなかったのは、
宮崎ゴルフ場事件と異なり、長野ゴルフ場事件 は確認措置の不足と った欺罔行為を否定する事情がみられなかったために、あえて欺罔行為を消極的に解するかのような適示を避けたものではないか。もっとも、宮崎ゴルフ場事件での黙認例が「多数あり」 されて ることからは、長野ゴルフ場事件での黙認例が被告人 経験した限り認定されている すぎないため、定量的な評価 して欺罔行為を否定するには至らない 考えられているとの推測も
二二一
刑事判例研究
⑴（冨川）
可能である。
後者の点、被告人による積極的な働きかけがみられない点について、多数意見がとりわけこの事情がなかったこと
を指摘し、 「これをもって自己が暴力団関係者でないことの意思表示まで包含する挙動があったと評価することは困難である」としていることからすれば、そのような事情が認められた場合には、意味内包性 肯定される余地があるかのようにも解される。小貫裁判官は、この点につき、 「多数意見は、Ｃクラブの偽る行為について、実行行為を行った被告人に、会員であるＥによ 予約等がされている状況を積極的に利用し ような事情が認められな として、偽る行為の存在を否定してい 」と述べている 裏を返せば、多数意見 おいては、この積極的な働きかけという事情が欺罔行為を根拠づけうるものとして考えられ いることがうかがわれる。小貫裁判官によれば、当該事情は「共謀ないし犯意にか わる事情では が、偽る行為該当性を判断する際の といえるかについて 疑問 しとしい」という。
大審院の判例においては、賭博対象の結果を知っているにもかかわらずそれを秘し、相手方に賭博の申出を行った
事案で、行為者態度の積極性に着目して、作為による欺罔が肯定されたものもあり
）（（
（
、行為者態度の積極性が欺罔行為
判断に影響を及ぼすとの考えは、これまでも例がなかったわけではない。しかしな ら この事案は、賭博の申出をことさら 行ったという積極性を考慮してい の あって、行為者と被害者とのやりと においての積極性を考慮事情として挙げているものである。これに対して、今回の最高裁 ような、共犯者に働きかけ といった積極性は、小貫裁判官の指摘のとおり、行為者 意欲といった側面を示すものであり、それが被害者と あいだで行われたものでない限り、意味内包性の判断に影響を及ぼすべき事情ではないよう 思われる。
二二二
⑸
　
各考慮事情は、いずれの要素において評価されるべきものか
さて、これらの各事情は、先に分析を行った欺罔行為の二つの判断要素、すなわち意味内包性と重要事項性のいず
れの要素において評価されるべきものか。
まず、本件の欺罔の対象は「暴力団員 よる利用」であるから、これと関連しない③料金支払いの有無 いう 情
は、今回の事案では、意味内包性・重要事項性のいずれにおいても重視されない事実となろう。また、④応対時の確認の事情が存在した場合には、挙動によ 欺罔ではなく明示的欺罔が問題になると思われるため、実際上 これは意味内包性で考慮さ ること な と考えら 。という も、意味内含性は挙動による欺罔を判断する要素で 明示的欺罔においては問題にならないからである。
その他の事情については、 両事例における最高裁の結論が意味内包性において異なるものであったことからすれば、
両事例の相違事情が、欺罔行為 二つの判断要素のうち意味内包性にかかるものと考えられる。したがって、形式的に区分すれば、❶❷❸❹ は意味内包性で考慮され、その他の共通事情①②④は重要事項性の判断材料ということになろうか。くわえて、宮崎ゴルフ場事件にみられず、他方、長野ゴルフ場事件にみられる説示として、暴力団員の利用排除の措置がどのような目的で行われているかについての指摘がみられる。す わち、 「ゴルフ場が暴力団関係者 施設利用を拒絶する は、利用客の中に暴力団関係者が混在することにより、一般利用客が畏怖するなどして安全、快適なプレー環境が確保できなくなり、利用客の減少につながることや、ゴルフ倶楽部として 信用、格付け等が損なわれるこ を未然に防止する意図によるものであって、ゴルフ倶楽部の経営上 観点から られてい 措置である」との指摘が れにあたる。この事情は、この点につい 宮崎ゴルフ場事件が触れていないこと らす ば、
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重要事項性にかかる判断と捉えることができるかと思われる。また、そのように考えることは、確認措置が行われている背景に言及していた搭乗券事例で重要事項性が肯定されていることとも整合的である。
もっとも、両要素の判断材料に重なりあいがあるとの指摘はすでに評釈等でみられ
）（（
（
、たとえば、❸などの確認措置
に関する事情にしても、確認措置が十分に行われていることを理由に、重要事項性を肯定することも考えられる。事実、先の搭乗券事例は、厳格な本人確認が行われていたことを理由に、重要事項性を肯定していた。また、小貫裁判官の反対意見中においても 重要事項性は 「各ゴルフクラブが暴力団排除のためどのような措置を講じていたかによって判断するのが相当」とされており この排除措置の中に「①立入禁止の掲示 ②会員の紹介・同伴によ ビジターについての人物保証、③フロントに ける書面・口頭による暴力団関係者でないこと 確認、④その他の排除措置など」とし 、本稿がいうところの確認措置 挙げられていることからすれば、両要素は実質的には多く 場合、同一の事情から導かれると考えられていると結論づ られるように思われる。
（　
本判決・決定の意義及び射程
以上、暴力団員によるゴルフ場利用にかかる二つの最高裁判断について分析を進めてきた 、今回 最高裁判決・
決定は、暴力団員がその身分を秘匿した行為に挙動による欺罔を認めた初め の であり、まずはこの点について事例判断としての意義 認められる。また、従来、判断基準 して明確には区分されていなかった意味内包 と重要事項性の両者について、少なくとも形式的にはこれらを区分して 点にも意義が められ、挙動による欺罔を判断する指針として、今後の裁判実務に影響を与えることと思われる。
二二四
しかしながら、両要素で考慮されている事情が実質的に区分されているかについては、今回の諸判断からは明らか
ではなく、この点で、最高裁の判断には不明確さが残るものである。この不明確さは、解釈学的な観点では、一方の要素が否定されるが、他方の要素が肯定される場合が存在する かという点で注目される。とくに、重要事項性の要素は、挙動による欺罔において み検討されるものではなく、明示的欺罔及び不作為による欺罔においても問題とされるべきもの あるから、各行為態様の区分にも関連することにな 。したがって、実務的な観点からも、挙動による欺罔を証明すべきなの 、不作為による欺罔を証明すべきなのかを判断するためにも、両要素の実質的な区別は、重要な関心事となろうかと思わ
）（（
（
。
（
1）同旨のものに、橋爪隆「判批」金融法務事情二〇二五号（二〇一五年）七頁、林美月子「判批」平成二六年度重要判例解説（二〇一五年）一六七頁、佐藤陽子「判批」刑事法ジャーナル四二号（二〇一四年）一〇六頁、匿名解説（宮崎） ・法律時報八七巻四号（二〇一五年）一一九頁、匿名解説（長野） ・法律時報八七巻四号（二〇一五年）一二一頁など。
（
2）もっとも誤振込事例では 重要事項性によって告知義務が根拠づけられており、挙動による欺罔ではなく、不作為による欺罔を問題としているものと思われる。
（
（）増田啓祐「判解」最高裁判所判例解説刑事編（平成二二年度）一七一頁以下（一八二頁 。
（
（）刑集六八巻三号六三七頁（宮崎控訴審） 、刑集六八巻三号六九七頁以下（長野控訴審） 。
（
（）最決平成二六年四月七日刑集六八巻四号七一五頁（口座開設事例）は、重要事項性だけを検討し、意味内包性について言及していないが、 この事例では明示的欺罔が問題とされていると思われる（白井智之「判批」研修
 七九八号一五頁（二八頁） ） 。
神谷瑞枝「判批」警察公論七〇巻一〇号（二〇一五年）八八頁、林陽一「判批」平成二六年度重要判例解説 七〇頁などは、この口座開設事例も挙動による欺罔の事例である する。
二二五
刑事判例研究
⑴（冨川）
（
（）末道康之「判批」判例時報二二六二号（二〇一五年）二五三頁以下（二五六頁） 、匿名（長野） ・前掲注 （１） 一二三頁、宮崎英一「詐欺罪の保護法益について─直近の判例を中心として─」刑法雑誌五四巻二号（二〇一五年）三二三頁（三三〇頁）など。
（
（）同旨のものとして林（美） ・前掲注 （１） 一六九頁など。これに対して、確認措置の阻害を欺罔行為の判断において重要視しないものとして、佐藤・前掲注 （１） 一一一頁。
（
（）なお、長野ゴルフ場事件で事実が発覚したのも、従業員がキャディバッグのネームプレートを見るなどし、 「ご署名簿」に氏名を代署し、この「ご署名簿」に記載されている氏名とデータベースを照合したことがきっかけであった。
（
（）同旨のものとして、匿名 長野） ・前掲注 （１） 一 三頁、匿名（宮崎） ・前掲注 （１） 一二一頁。
（
10）黙認例が重視されたことで欺罔行為が否定されたとみるものに、匿名（宮崎） ・前掲注 （１） 一 一頁。
（
11）大判昭和一〇年一一月二八日刑集一四巻一二四六頁。
（
12）杉本一敏「詐欺罪における被害者の『公共的役割』の意義」高橋則夫ほか編『野村稔先生古稀祝賀論文集』 （成文堂、二〇一五年）三〇一頁、白井・前掲注 （
（） 二〇頁など。なお、匿名（長野） ・前掲注 （１） 一二一頁は、誓約を伴う会員契約は
意味内包性で考慮され、重要事項性では、①暴力団排除が合理的な理由を伴う経営上 観点から取られ いる措置であり、②排除措置が徹底されていたことが考慮されるという。
（
1（）東京地判平成二六年九月四日
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は、告知義務の根拠となる事実が主張されていない場合には、挙動によ
る欺罔が否定されれば、不作為による欺罔行為を認める余地はないとした。
［付記］
　
脱稿後に、 両事件の調査官解説（野原俊郎「判解」法曹時報六八巻四号（二〇一六年）一一三六頁及び一一六八頁に触れた。
本解説も、両要件の関連づけが最高裁におい どのように捉えら ているか 不明で、今後の議論の集積が期待されるとする（一一八四頁） 。
（本学法学部助教・本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
